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総供給，総需要と所得分配

森田成美

1.はじめに

マクロ経済理論において，総需要と総供給の関係を通じてマクロ経済的

諸関係が決定されることは周知の通りである。そこでは，物価水準と産出

水準をはじめすべてのマクロ経済変数が同時決定される。このマクロ体系

に分配論的視点を明示的に導入しその決定関係を明らかにすることは，

興味深い試みであると思われる。特に従来のマクロ分配論の多くは，カル

ドア分配論の影響を受けて，主として完全雇用経済における分配関係の考

察に力点がおかれてきた。したがって，失業を含むより一般的な経済にお

ける分配関係の考察は，マクロ分配論の一般化のために必要な理論的展開

と里、われる。本稿では，その原型が周知の総需要-総供給分析の中に存在

していることに着目しさらにこのような視点から考察を進めることにす

る。その際，総需要，総供給分析を通じて行われるカルドアの分配論との

対比を念頭において検討を進めるため，そこで取り扱われる総需要，総供

(1) 例えば， Pasinetti， L.L.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation to 

the Rate of Economic Growth"， Review 01 Eωnomic Studies， Vol. 29(4)， No. 81， 

1962， pp. 267-79， (富田重夫編訳，Wマクロ分配理論j]，学文社，1973， pp. 36-58). 

(2 ) 失業を含むマクロ分配論の先駆的業績として， f日jえば，置塩信雄， I総供給関

数についてj，神戸大学『経済学研究』第4号， 1957， pp. 211・62円安井修二，1ケ

インズ的分配論の展開j，W季刊理論経済学j]， Vol. 20， No. 2， Aug. 1969， pp. 16-

26，斉藤謹造， I総供給関数と巨視的分配j，W経済研究j]， Vol. 13， No. 4， Oct. 

1962， pp. 314-21などがある。
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給に関する議論は限定されたものである。はじめに，カルドアの分配論に

ついて考察する。

2. カルドアの分配論(1 ) 

カルドアによると，支出決意が所得を決定するのであってその逆ではな

い，同じことであるが，貯蓄を決定するのは投資であってその逆ではない

ということによって要約できるケインズの所得創出理論は， i一般理論」

において，利子論などに比べてはるかに革新的な真に新しい特徴であるο

さらに，カルドアは，この理論は，もし産出量を所与とすると分配理論と

して用いることができると考えるO このような視点より展開されるカルド

アの乗数論的分配論をみよう。

L 、ま所得を Yとし Yは実質利潤所得Pと実質賃金所得Wからなるも

のとする。利潤，賃金からの貯蓄率をそれぞれα，βとすると，所得 Yお

よび貯蓄 Sは

y=P+ W (1) 

s=αP+βW=[(α一β)π+β]. Y， 1> α〉β~O (2) 

で示される。ここで πは利潤分配率 P/Yを表わす。独立投資 Iを

1=1 

と与えると，均衡では

1=[(α一β)π+β]・Y (3) 

が成立するO この (3)式において，もし πが与えられる場合は， 1によ

って Yが決定されるケインズの世界となるが，もし Yを完全雇用所得で

一定とすると，独立的に与えられる投資Iによって，その投資に丁度等し

L 、貯蓄がもたらされるように貯蓄率， したがって利潤分配率πが決定され

ることになる。この場合がカルドアの世界である。また (3)式より

(3) Kaldor， N.， Essays on Bωnomic Policy 1， 1964， pp.168-9. 

(4) Kaldor， N.，“Alternative Theories of Distribution"， Review 01 Eco叩omicStudies， 

Vol. 23 (2)， No. 61， 1955-56， p. 94， (富田編訳， r上掲書j]， pp. 1-35). 
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がえられる。また Y=Dとおいて (3)式を変形すると

D= ~_1 写
(αβ)π+βA 
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(4) 

(5) 

がえられる。(4)式より πは IIYの増加関数であるが，その性質上， π 

の範囲はOくπく 1であるから，IIYの範囲は β<(l!Y)くαであるが，カ

ルドアはさらに利潤の範囲を限定しているO すなわち賃金率は生存水準を

下回ることができないから，生存賃金に対する利潤分配率をπ'とすると，

(4)式によって決まる利潤分配率πはがをこえることができない。ま

た市場の不完全性等によって企業が要求する最低利潤分配率をが'とする

と， πはπ"を下回ることができない。すなわち

π'三πとπ" (6) 

である。かくしてカルドアの場合，貯蓄・投資の均等によって決定される

利潤分配率πは (6)式で示される制約条件にしたがわなければならない。

また賃金率は残余として決定され，かくして分配率の決定は限界生産力説

とは直接関係がない。このようなカルドアの分配論は，貯蓄-投資の均衡

関係を，完全雇用経済に適用した乗数論的分配論であって，主として需要

条件によって分配関係の決定を説明しようとするもので，供給ないし費用

条件の考慮に欠けるものといえよう。

3. カルドア分配論(2 ) 

このカルドアの分配論においてとられている完全雇用の仮定と供給なし、

し費用条件への配慮を欠く点については，彼による「代表的企業」の概念

を用いた分配論の展開によって補うことが試みられている。

カルドアによると，完全雇用は，単なる仮定というよりは資本主義経済

を長期的トレンドとして考えると現実を近似的に表わすものであり，資本

主義経済の内部にはそれをもたらすように作用するメカニズムが存在する
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はずである。カルドアは「代表的企業」の概念を用いて，完全雇用均衡化

メカニズムを示すとともに，さらに，供給ないし費用条件をも考慮した分

配論を展開した。次にそれを考察しよう。

カルドアは， I代表的企業」によって，全体の経済の動きを表わすこと

ができるものとしまた全体としての経済は十分統合されているものと考

えて，原材料などの中間材は栢殺し主要費用は賃金費用だけからなるも

のとする。したがって，短期の縛、費用は主要費用としての賃金費用と固定

費用からなり，次のように示すことができる。

K=wN十X (7) 

ここで K は総費用，wは貨幣賃金率で一定，Nは雇用量，Xは固定費用

を表わす。この(7)式は，第1図の第4象限に示される。

全体としての経済にとっての生産の上限は 資本ストックの完全利用で

はなくて，労働の完全雇用によって設定されるものとする。生産要素とし

て資本と労働が用いられるが，完全雇用生産水準に達するまでは労働の平

均生産性は一定であると想定される。したがって，産出と雇用量との聞の

技術的関係は

Y=aN (8) 

で示され，これをこのケースでの生産関数ということができる。ここで α

は，労働の平均生産力であると同時に限界生産力であって一定である。こ

れは労働に関して収穫一定を仮定することであって，この生産関数を図示

(5) Kaldor， N.，“Economic Growth and the Problem of Inf1ation Part l'¥ 

Economica， 26， Aug. 1959， pp. 212-26. 

(6) I代表的企業」の概念を用レたカルドアの完全雇用均衡化のメカニズムについ

ては既にいくつかの考察が行われているので，本稿で、はその問題には立ち入らな

L 、。したがってその際，重要な役割を果たす誘発投資は考慮せず，もっぱら独立

投資だけを扱うことにする。その点，カルドアの原型とは異なっている。

(7) 全体の経済のレプリカとして「代表的企業Jの概念を用いることに対する批判

については， Harcourt， G.C.，“A Critique of Mr Kaldor's Model of Income 

Distribution and Economic Growth"， Ausfrallian Economic Papers， Vol. 2， June 

1963， pp. 33-36を参照.
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すると第 1図の第1象限のような原点を通る右上がりの直線になる。綿、費

用と産出との関係は

K=笠Y+X
G 

(9) 

で示され，これが短期練費用関数であるc

Y 

45' 

Y 

Y(N) 

K(Y) K=卸N+X

K 

第 1図

この総費用関数を図示すると第1図の第3象限のような直線になる。生

産関数の勾配は，労働の平均生産力=限界生産力=a=一定で示されたが，

このことが，貨幣賃金率一定の仮定とともに線、費用関数に反映されて，第

3象限に示されるように，縦軸と Xで交わり，一定の勾配 w/aをもっ直

線となる。この線費用関数に基づいて限界費用 MCと平均主要費用 APC

を求めると
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APC=us..=笠
r a 

をえる。すなわちMC=w/MPL，APC=w/APLであるが，APL=MPLと

なるような生産関数を仮定しているから

MC=APC=笠=一定
α 

が成立する。ここで，MPL， APLはそれぞれ労働の限界生産力，平均生

産力を示す。この限界費用と平均主要費用を図示すると第2図のようにな

る。平均練費用 ATCは

A町二APC+予

であり X/Yが平均固定費用で，Y の増加にしたがって低下するから

APC一定である限り ，ATCは低下する。もし生産規模がある水準をこえ

てAPCが上昇しはじめた場合 その上昇程度が平均囲定費用の低下を上

回るとき，ATCは上方へ反転する。その転換点， したがって ATCの最

低点は上昇する MC曲線と交わることは周知の通りである。カルドアの

短期供給曲線には，このような短期費用関数が想定されているものと解釈

され，MC=APC=w/aに独占度と呼ばれる一定の最低利潤マージンを加

えることによって供給価格が決められるc この供給価格は企業にとって需

要状況に関係なくこの水準以下に価格を引き下げることができない価格の

最低水準を示すものである。

かくしてカルドアの短期供給曲線は，第2図に示されるように上述の生

産条件と市場の不完全性を想定することによって決定される水平部分と，

生産の上限は完全雇用によって決定されるとの想定によって決まる完全雇

用達成後の垂直部分からなる逆L字型となる。

L 、ま生産物単位当たりの供給価格をρとし，最低利潤マージンをbとす

ると

ρ=MC+b (10) 
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D' 

D" 

Y 
yr 

第2図

となる。すなわち価格は MC=APC=w/aに企業が要求する最低利潤マー

ジン bを加えることによって決まり，これが需要状況に関係なくそれ以下

には下がりえない企業にとっての最低価格水準である。

マーク・アップ原理による価格形成式より

ρ=出 m)竿=(1+m)?=(1+m)MC

=MC十mMC

をえる。ここで m はマーク・アップ率である。 (10)式を考慮すると

b=mMC 

となる。すなわち最低利潤マージンは MCに一定のマーク・アップ率を

乗じたものであって，独占度が高まり m が上昇すると大きくなり，競争

状態が進むと低下するものと考えられる。また利潤分配率πは

π P一一竺一一主二E一一 一Y l+m ρ 

1 
=1一一-
P 
C 

)
 

'
E
A
 

'
E
A
 
(
 

で示される。ここで P は実質利潤，cは生産物 1単位当たりの主要費用
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wN/Yであって，w/aに等しい。

以上は供給条件ないし費用関係から導出された利潤分配率であって，

55曲線上の各点で表わされる経済の利潤分配率である。この利潤分配率

は， (11)式より，価格-主要費用比率 ρ/cによって決定されるゆえ， 55 

曲線の垂直部分における分配率の動向を知るためには，この ρ/cの動きを

見ればよL、。 55曲線の水平部分では，Yに関係なく P/cは一定であるか

ら，分配率は一定不変であることはいうまでもなレ。また垂直部分て、は完

全雇用であるから，Y，Nともに一定であり，したがって αは一定である。

かくしてカルドアモデ、ルて、は過少雇用では勿論，完全雇用でもαはつねに

一定であり， したがって Cの動きは W の動きと同一である。

需要条件から導出された (5)式に供給条件から導出された(11)式を

代入すると

D 
1 
-ーァ一一一 .1 (12) 

(α一β)(1-p-)十P
C 

がえられる。これがカルドアによって示された線需要曲線DDの方程式で

ある。すなわちDD曲線は，独立に与えられる事前的投資に事前的貯蓄を

丁度一致させるような，価格-主要費用比率と産出との組み合わせを示す

ものということができる。これを図示したのが，第2図の右下がりの DD

曲線である。

独立的に与えられる投資が増加すれば，均衡条件を充たすために平均貯

蓄性向， したがってρ/cまたは Yあるいは双方が上昇しなければならず，

DD曲線は右上方へシフトする。このDD曲線が 55曲線の水平部分と交

わるか垂直部分と交わるかは，投資の大きさに依存するO 投資水準が相対

的に低く ，DD曲線が 55曲線の水平部分と交わる場合には過少雇用均衡

が成立し，ケインズ的所得決定論が妥当する。それに対し，投資水準が相

対的に高く ，DD曲線が 55曲線の垂直部分と交わる場合には，貯蓄-投

資関係によって価格・費用関係すなわち分配関係が決定され，産出は独立
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に完全雇用水準に決定される。これがカルドアの分配論が妥当する世界で

ある。かくしてこの DD曲線が 55曲線の垂直部分と交わる場合，上方に

位置すればするほどρは高くなるゆえ，もし Cが一定であれば勿論，たと

え Cが上昇しでもその程度がρの上昇以下であれば利潤分配率が上昇する

ことは明かで，カルドアの主張が成立するであろう c

完全雇用に到達するまでは貨幣賃金率 ω は一定と仮定されているが，

ひと度，完全雇用に達した後，さらに糖、需要が増加すれば，物価ρが上昇

するだけでなく，企業は労働に対する需要を強めるであろうから，労働市

場は超過需要となり，その圧力を通じて W の上昇は十分予想できるであ

ろう。完全雇用のもとでは，N，Yとも一定であるから， c は w と同率で

上昇すると考えられ，もし W がρと同率で上昇すれば， ρIc，したがって

PIYも一定となり ，DD曲線と 55曲線の垂直部分との交点の位置に関係

なく分配率は影響を受けなし、ことになる。換言すると，投資したがって線

需要の影響を受けて分配率が変動するというカルドアの主張が成立するた

めには，W，したがって Cの動きについて限定することが必要である。す

なわち，たとえ w が上昇する場合でもその上昇率が価格上昇率を下回る

ことが必要であって，絶、需要の動きに影響されて分配関係が決定されると

するカルドアの主張の背後には，このような状況が想定されているように

思われる。上述のように，カルドア分配モデ、ルにおいては，需要条件から

決まる利潤分配率 PIYは，投資率 IIYの増加関数で，有効需要の原理か

ら決まるのであって，供給条件から独立してレる。それに対し，供給条件

から決まる利潤分配率はplcの増加関数であって， ρとC したがって W が

決まらなければ決定できない。過少雇用のもとでは，既述のように，その

決定関係が明示されているが，完全雇用のもとでは，その点が必ずしも明

確でない。完全雇用に達すると，N，Yは一定であるから，マーク・アッ

プ原理の価格形成式

ド (1+m)竿
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において， ρの上昇は，wまたはmあるいはその双方の上昇による。たと

えばρとW が同率で上昇するのは m が一定のときであり， ρの上昇率が

wの上昇率を上回るのは m が上昇するときである。この後者の場合にカ

ルドアの主張が成立する。かくして利潤分配率の決定メカニズムに関する

この需要側と供給側の 2つのアプローチを両立させるために，カルドアは

総需要曲線の導出に当たり，両者を等置している。すなわち

_1_ .1_-，ι-1 1 
αβYα一β 畠 ρ

C 

(13) 

とおく。このことは完全雇用のもとで投資率I/Yとρ/cの聞に，前者が増

加すると後者も上昇するとL、う関係を想定することを意味する。換言する

と需要の増加はρ/wを上昇させるものと想定していることになる。しかし，

その分配論をより完全なものにするためには，さらに完全雇用達成後の投

資， したがって需要の動きと物価及び貨幣賃金率の動きについて，その関

係をより明確にすることが必要であろう O もし物価と貨幣賃金率の上昇率

が等しい場合には，カルドアの主張はくずれて，分配率は需要側の影響を

受けないことになり，後述の古典派のケースと同ーとなるであろう O

4. 古典派的ケース

はじめにいわゆる古典派的総供給曲線をとりあげる。労働を唯一の可変

的生産要素とし，実質賃金率の増加関数としての労働供給関数と減少関数

としての労働需要関数を想定する。また，価格及び実質賃金率は生産物市

場及び労働市場において，需給均衡を成立させるように，即時的に上昇ま

たは下落するものとする。競争的な労働市場において完全雇用均衡が成立

し均衡賃金率と均衡雇用水準が決定される。さらに生産関数により，完

全雇用産出ないし所得が決まる。これらの諸関係は，以下の諸式で表示さ

れる。

(8) Kaldor， N.，“Capital Accumulation and Economic Growth"， in The Theoη01 

Capital， edited by F.A.Lutz and D.C.Hague， 1961， p. 199 
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1) Nd=Nd(wr)， Nd'く0

2) Ns=民(叫)， Ns'>O 

3) Nd=Ns 

4) Y=Y(N)， Y'>O， Y"<O 

5)wr=7 

ここで，Nd， Ns， Wr， W， p， Yは，それぞれ労働需要，労働供給，実質賃金

率，貨幣賃金率，物価，実質産出を表わす。また1)式は労働需要関数を

示す。それによると，労働の限界生産力が実質賃金率に等しいというケイ

ンズのいわゆる古典派の第 1公準を充たすように労働需要が決定される

が，収穫低減が仮定されているため，労働需要は実質賃金率の減少関数で

ある。ケインズはこの古典派の第1公準を支持している。 2)式は労働供

給関数で，労働の限界不効用が実質賃金に等しいといういわゆる古典派の

第2公準を表わす。そこでは労働供給は実質賃金率の増加関数と考えられ

ている。 3)式は労働市場の均衡条件， 4)式は生産関数で，労働投入と

実質産出との聞の技術的関係を示す。そこでは労働の他に資本ストックが

使用されるが，一定と仮定される。また労働の限界生産力は正であるが，

雇用量の増加に伴って逓減する，すなわち収穫逓減の法則が想定されるこ

とは概述の通りである。 5)式は実質賃金率の定義式である。上記1)

(9 ) ケインズの言明にもかかわらず，ケインズ体系では，この第 l公準は，有効需

要の原理と両立しないため，これを捨てるべきであるとの主張が荒憲治郎教授に

よってなされ，それに対し，両者の聞には矛盾はないとする藤野正三郎教授の見

解がある O 荒-藤野論争については次の文献を参照のこと。荒憲治郎， ~マクロ

経済学講義~，創文社， 1985， I物価水準と産出量の決定機構一一藤野教授への回

答 j， ~経済研究~， Vol. 39 No. 2， Apr. 1988， pp. 174-7， I藤野教授への再度の

回答j，~経済研究~， Vol. 39 No. 2， Apr. 1988， p. 177.藤野正三郎， I荒憲治郎教

授の「物価水準と産出量の決定機構」についてj，~経済研究~， Vo1.38No.3，Ju-

Iy 1987， pp. 273-7， I荒教授の回答についてj，~経済研究J]， Vol. 39 No. 2， Apr. 

1988， pp. 178-9， I荒教授の再回答についてj，~経済研究~， Vol. 39 No. 2， Apr. 

1988， p. 179. 
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3)式によって，Wr， Nd， Nsが決定されるが，これは労働市場における完

全雇用均衡を意味する。さらに生産関数4)式によって完全雇用産出が決

まる。また 5)式によって W とρの比は決まるが，それぞれの値は決ま

らない。この完全雇用産出水準をちとすると，このちは物価水準ρとは

独立に決定されるから，物価水準を縦軸に，所得水準を横軸にとって両者

の関係を図示すると第3図のような垂直線 55がえられる。これが古典派

ケースの総供給曲線である。

利潤分配率を π，実質利潤を Pとすると

p y-W • wrN 
π 一一一一一=1一一一一y y y 

で示される。ここで W は，実質賃金所得である。叫，N，Yは，既にみた

ように，労働市場の需給関係と生産関数によって，すなわち供給側の条件

によって決定され，需要側の条件からは直接影響を受けない。このことを

示すために，いま

6) Y=CCyれ)+1れ(iの)，C'>O，F<O

7引)子子=司L川の孔μ，L刈 L

を導入して，需要側の条件を考慮しよう O ここでCは消費関数， 1は投資

関数，iは利子率，M はマネーサプライ ，Lは貨幣の需要関数を表わす。

6 )式は生産物市場の均衡条件式であり，いわゆる15曲線で示され，7)

式は貨幣市場の均衡条件式で，いわゆる LM曲線で示される。通常のよ

うに，前者を右下がり，後者を右上がりとし，M を政策パラメータとす

ると， 6)， 7)の両式をみたすρとYの関係は，第3図のような右下が

りの総需要曲線 DDで示される。

この総需要曲線 DDと既述の垂直な総供給曲線 55との交点によって均

衡物価水準ρが決まるが，労働市場で既に決まっている実質賃金率 Wrに

対し，5)式が成立するように，貨幣賃金率 W が決まる。換言すると，

需要側の条件を導入することによって新たに決まるのはPとwであって，
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それらは， 5)式をみたすように決定されるに過ぎない。したがって投資

や政府支出が増加してより多くの線需要が創出されても，それは物価水準

ρと貨幣賃金率wを同率で増加させるだけで，実質賃金率 W"雇用量N，

実質所得 Y は所与の完全雇用水準のもとで不変であり，したがって利潤

分配率も変化しなL、。かくしてこの古典派モデルでは，利潤分配率は供給

条件のみによって決まり，需要条件とは直接関係がないことは明かである。

D 

D SS 

ρ 

D 

Y 
y， 

第3図

完全雇用所得ちで，垂直な総供給曲線と右下がりの総需要曲線を用い

た上述の議論は，カルドアの完全雇用のもとでの分配論と形式的には酷似

している。しかし後者においては，上述の議論とは全く異なり，分配関係

は総需要曲線の位置によって決定される。すなわち独立的に与えられる投

資が大きく，総需要曲線が上方に位置すればするほど利潤分配率は大きく

なると主張される。カルドアの場合は，糖、需要曲線は貯蓄・投資の一致の

均衡条件を示すものであり，ここでの総需要曲線は，貯蓄・投資の一致の

他にさらに貨幣市場の均衡条件も充たしている。また両者で用いられる貯

蓄関数が異なる点も重要である。さらにここでは賃金・物価の伸縮性が想

定されているに対し，カルドアの場合は分析を通じて貨幣賃金率は一定と
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仮定され，完全雇用に到達した後は，その仮定が除かれて上方への伸縮性

を発揮するかどうかは明確でないことは既に指摘した通りである。もし総

需要の変化によって物価が変化するとき，貨幣賃金率が同率で変化すれば，

実質賃金率は不変となって，古典派のケースと一致し，分配関係は需要条

件によって影響を受けないことになる。かくしてカルドアの議論が成立す

るためには，完全雇用に到達して物価が上昇する場合，貨幣賃金率は一定

か，たとえ上昇する場合でも物価の上昇率よりも低くなければならないこ

とは，既にカルドアの分配論において述べた通りである。

この古典派モデ、ルに貨幣賃金率の下方硬直性を導入してみよう。いま労

働市場において，完全雇用均衡が成立しているものとする。その場合の貨

幣賃金率をwo，物価をρ0，実質賃金率をw同=wolPo，雇用量をNoである

とする。いま何らかの理由で物価が ρ1へ低下するとすると，労働の需給

曲線は，縦軸に貨幣賃金率を測る図では，下方へシフトし，物価と同じ率

で低下した貨幣賃金率制のところで完全雇用均衡が成立するはずであ

る。その場合，勿論雇用量は，完全雇用水準 Noで不変である。しかしも

し貨幣賃金率が Woで下方に硬直的であるとすると，物価の低下によって

実質賃金率が上昇するため，労働需要は Noに比べて減少し，労働供給は

増加する。したがってその差だけ非自発的失業が発生する。その場合，雇

用量は労働需要量に等しく決定されるから Noに比べて減少する。したが

って所得 Yも減少する。さらに物価が低下すれば，この状況がくり返さ

れるから，価格と産出の関係を示す総供給曲線は，下方に硬直的な貨幣賃

金率水準 Woに対して，左下がり曲線(右上がり曲線)に変化する。すな

わち Wo一定のもとでの価格の低下にしたがって，産出量は減少する。貨

幣賃金率の下方硬直性を導入することによって，右上がりの徳供給曲線と

従来の右下がりの糖、需要曲線との交点でρと Yが決定されるが，このこ

とはさらに叫，Nの決定をも意味する。右上がりの紹供給曲線の導出過程

から明らかなように，両曲線の交点は失業を含む過少雇用均衡であり，雇

用量，産出量，実質賃金率などの経済の実体を表わす諸変数は，線供給曲
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線が垂直であった本来の古典派の場合と異なって，需要条件によって実質

的な影響を受けることになる。分配関係についても同様である。かくして

貨幣賃金率の下方硬直性を導入することによって，失業が発生するように

なっただけでなく，本来の古典派モデ‘ルに比べ，モデ、ルの基本的性格が変

更したということができる。

5. 労働供給が外生的に与えられる場合

次に労働供給は外生的に一定水準に与えられるものとし実質賃金率や

貨幣賃金率から独立であると仮定しよう O その他の点は，古典派の場合と

同ーとする。したがって労働需要関数は古典派の第1公準にしたがうから，

労働需給関数は第4図のように描カ通れるであろう O

* Wi 

W， 

入品

Aら

N， 

第4図

N 

W 

W， 

Wl 

N， 
A弘(P，)

N.r 

第5図

N 

第4図において，縦軸に実質賃金率を，横軸に労働量を測ると，労働供

給は，外生的に lめに与えられているから，垂直線で示される。労働需要

曲線は，古典派の場合と同様に右下がりである。労働市場の均衡は，間曲

線の交点で示されるが，これは完全雇用均衡であって，その場合の均衡実

質賃金率は 14yfである。もし実質賃金率が，この均衡賃金率と一致せず，
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労働市場が不均衡であっても，この実質賃金率が十分伸縮的であるとする

と，労働需要はつねに，外生的に与えられた労働供給叫に等しくなり，

労働市場の完全雇用均衡が達成される。この労働市場の需給関数は，縦軸

に貨幣賃金率をとると第5図のように描くことができる。労働供給曲線は，

第4図と同様，1めで垂直に描かれるが，労働需要曲線は各価格水準に応

じてNd(ρ1)，Nd(pz)のように右下がりに描かれるc 価格が高くなるにした

がし、労働需要曲線は上位に位置することは言うまでもない。この Nfに対

応して，生産関数から完全雇用産出水準ちが決定される。この場合，こ

の号はその導出過程から明らかなように，均衡実質賃金率 uyfに対応し

ているが，貨幣賃金率 W と物価水準ρからは独立である。したがって，

この場合の線供給曲線は，ちのもとで垂直線となり，古典派の線供給曲

線と同じになる。古典派の場合と同じように導出された総需要曲線DDと

この線、供給曲線ssによって均衡価格が決定される。価格が決まれば，第
5図において労働需要曲線が決まり，労働供給曲線との交点によって貨幣

賃金率 ωが決定される。その場合，つねに

W 
Wy*ー-7 一ρ

の関係が成立することはいうまでもない。これらの決定関係は，労働供給

を実質賃金率の増加関数とした古典派のケースと全く同様であって，労働

市場において叫と lめが，生産関数によって号が決定されるから，分配

率も同様に決定される。換言すると，この場合の分配関係は古典派の場合

と同様に，供給条件のみによって決定されるのである。

賃金の下方硬直性を導入すると，失業が発生するとともに総供給曲線が

右上がりとなって，経済の実体が徳需要の影響を受けるように体系の性格

が変化することは古典派の場合と全く同様である。

6. 労働供給が貨幣賃金率の増加関数の場合

労働供給を貨幣賃金率の増加関数とし 次のように表わす。すなわち
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Ns=Ns(w)， N;>u 

貨幣賃金率を縦軸に，労働量を横軸に測ると，この労働供給関数は，第6

図のように右上がりの曲線で示され，価格水準の変化によって影響を受け

ない。すなわち，価格水準に関係なく 1本の右上がりの労働供給曲線が

存在する。その場合，貨幣賃金率が上昇すれば，たとえ実質賃金率が低下

しでも労働供給は増加することになる。

労働需要は今まで通り，古典派の第1公準にしたがうものとし次のよ

うに示す。

Nd=Nd(wr)， N/くO

この労働需要関数は，縦軸に貨幣賃金率を，横軸に労働量を測ると，第6

図のように右下がりの曲線で示されるが，その曲線は労働供給曲線と異な

り，価格水準の変化によってシフトする。すなわち価格水準が上昇すると

右上方へ，低下すると左下方へシフトし，各価格水準に応じてそれぞれの

労働需要曲線が描かれる。これは一定の貨幣賃金率のもとで価格水準が上

昇すれば，実質賃金率が低下するから，古典派の第1公準にしたがって労

働需要が増加すると考えられるからであるc

労働市場の均衡は，労働需給曲線の交点で示され，完全雇用均衡である。

また物価水準の上昇にともなって労働需要曲線が右上方にシフトするか

ら，均衡雇用量は増加し，また貨幣賃金率も上昇する。もっとも実質賃金

率は，その間ずっと低下していることはいうまでもなL、。生産関数を通じ

て決まる所得 Yは増加しているから，価格と所得を両軸にとって線、供給

曲線を描くと右上がりの曲線となる。この線、供給曲線と従来の右下がりの

糖、需要曲線の交点によって，価格ρだけでなく所得 Yも決定される。 ρが

決まれば労働需要曲線が決まり，労働供給曲線との交点によって，貨幣賃

金率wと雇用量Nも決定される。このNは，Yに対応して決まるNに等

しく ，Nに対する労働の限界生産力は， ρとwで決まる実質賃金率に等し

(10) Maisel， S.].， Macroeco時omzω，Theories and Poli，α:es， 1982， W.W. Norton & Com-

pany， pp. 421-3. 
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いことはいうまでもない。かくして利潤分配率も確定する。もっともこの

ケースでは，経済の実体は，供給側と需要側の双方の影響のもとに決定さ

れるが，分配率の決定についても同様である。この点，経済の実体が，し

たがって分配関係も供給側の条件のみによって決定される古典派的ケース

とは根本的に異なる。その導出過程から明らかなように，総供給曲線上の

すべての点は完全雇用均衡を表わすから 線、需要曲線と総供給曲線の交点

は需要側の影響を受けて移動するが¥.、ずれの交点もすべて完全雇用点で

あって失業は存在しない。

w 

入品(Pl)

N， 

W， 

N" N' N 
N 

第6図

次ぎに貨幣賃金率の下方硬直性を導入しよう O いま労働市場は，第6図

に示されるように，E点で均衡し均衡貨幣賃金率的，均衡雇用量Nが決

定しているものとする。もし物価が低下すると，労働需要曲線は下方へシ

フトするo Wが伸縮的であれば，労働需要曲線と労働供給曲線の新しい交

点は，E'点でえられる筈であるが W が Woで硬直的であるとすると交点

はE"となり，雇用量はN'となる。労働供給はNであるから N-N'の
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失業が発生する。換言すると新均衡点 E"は過少雇用均衡点であって，そ

れに対応する Yは W が伸縮的な場合より小となるから，総供給曲線はよ

り緩やかな勾配になる。このように貨幣賃金率の下方硬直性の導入は，失

業を発生させて完全雇用経済から過少雇用経済へと体系の変更をもたらす

が，経済の実体， したがって分配関係が需要側の影響を受けて変化すると

L 、う体系の性格は変わらないのである。

7. ケインズ的ケース

上述の， 4， 5， 6のそれぞれのケースでの議論は，伸縮的な物価及び

賃金率の想定のもとで行われ，さらにそれぞれに貨幣賃金率の下方硬直性

を導入した場合，議論がL、かに変更されるかを論じた。ここではいわゆる

ケインズ的モデ‘ルについて考察する。単純なケインズ的モデルは，次の諸

式で示すことができょう。

1) y= Y(λ乃，Y'>O， Y"くO

2) Y'(N) =w伊

3) w=w， ただし，N壬l時)

4) I(i)=5(Y)， Iiく0，5y>0

5 )子=川仙>0，Li<O 

ここで1)式は収穫逓減法則にしたがう生産関数を， 2)式は利潤の極大

条件を示す古典派の第1公準を， 4)式は生産物市場の均衡条件を示し，

Iは実質投資を， 5は実質貯蓄を示す。 5)式は貨幣市場の均衡条件であ

って，M/ρは実質マネーサプライを，Lは実質貨幣需要を示す。 M は名

目マネーサプライを表わし，政策変数であって一定である。これらの 4式

は，既に論じた諸ケースと共通のものであり，使用する諸記号の意味も同

じである。 3)式は貨幣賃金率 W が失業が存在する限り一定であること

を示し労働供給に関する条件を表わすものである。これら 5個の式によ

って， 5個の未知数 Y，N，ρ，w， が決定される。
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縦軸に貨幣賃金率を，横軸に労働量を測る図において，総労働を l時と

すると ，1昨に達するまでは 3)式によって， めを通る横軸に平行な直線

が描かれるが，これが労働供給を示す。古典派の第1公準に当たる労働需

要曲線は，各価格水準に応じて，Nd(ρ1)， Nd(ρ'2)……の右下がり線で示さ

れることは，既述の諸ケースにおいて述べた通りである。これらの労働需

要曲線と w=めで示される労働供給曲線の交点から各雇用量N1，N2，…・・・

が決まり，さらに生産関数によって Y1，Y2，……が決定される。すなわち

w一定のもとで， ρが上昇すると実質賃金率は低下し， 2)式が成立する

ように N，したがって Yが増加する。かくして，これらの諸関係を通じ

て，各物価水準と所得水準との聞に，一定の対応関係がえられるが，これ

を縦軸に価格を，横軸に所得を測って示すと，右上がりの 55曲線がえら

れる。これがケインズ的総供給曲線である。他方，生産物市場の均衡条件

を示す 4)式と貨幣市場の均衡条件を表わす 5)式から，既にみたように，

右下がりの線、需要曲線 DDを導出することができる。この 55曲線と DD

曲線の交点が均衡点であって，まず均衡物価水準と均衡所得水準が決定さ

れる。さらにマクロ的諸変数がすべて決定されるが，その決定関係から明

らかなように，均衡生産水準，雇用水準，実質賃金率等の経済の実物面，

したがって，分配関係も供給条件だけて、なく需要条件によっても重要な影

響を受けて決定される。これらの点は古典派のケースとは対照的であるが，

そのような相違をもたらす根拠は右上がりの総供給関数にあることはいう

までもない。

完全雇用に達した後は，賃金一定の仮定はくずれ，労働需要曲線が価格

上昇に伴い上方にシフトするにしたがって貨幣賃金率も同じ率で上昇し，

実質賃金率を一定に保つ。換言すると，古典派の完全雇用の世界に入るこ

とになるから，雇用量，産出量，実質賃金率は勿論，分配関係も供給条件

のみによって決まり，需要条件からは独立する。この場合，その形式は総

供給曲線が垂直となり，右下がりの総需要曲線との交点、の位置によって分

(11) 小泉進， wマクロ経済学~，有斐閣， 1982， p. 154. 
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配関係が決定されると考えるカルドアの完全雇用分配論とよく似ている

が，カルドアとの相違については，既に古典派のケースを考察した際に言

及した通りである。

ドーンブ、ツシュ・フィッシャーは，その著「マクロ経済学」の第7章に

おいて特殊な総供給曲線として，ケインジアン・ケースと古典派ケースと

名付ける 2つの総供給曲線を考察している。ケインジアンの総供給曲線は

水平に描かれ，それは，現在の物価水準のもとで，企業は需要に見合うだ

けの量の財及びサービスを供給することができることを意味すると考え

る。その背景にあるのは 失業が存在するときには，企業は現在の賃金で

望むだけの労働が雇えるという考え方であり，またこのケースでは，企業

の平均生産コストは，生産量が変化しでも，変化しないと想定されている。

既にカルドアのケースで‘みたように，労働生産性が一定でかつ貨幣賃金

率が一定の場合は，総供給曲線は水平になる。ドーンブッシュ フィッシ

ヤーのこのケインジアン・ケースは 丁度カルドアモデルにおけるケイン

ズの世界に相当する。すなわち逆L字型総供給曲線のうちの水平部分に当

たる。したがってそこでは産出水準は需要条件によって決定されるが，分

配関係は所与の労働生産性と実質賃金率によって，すなわち供給条件によ

って決まり，需要条件の影響を受けないことは，既にみた通りである。

かくして収穫逓減法則を想定すると，右上がりの総供給曲線がえられる

が，収穫一定を想定すると，総供給曲線は水平になる。しかしいずれの場

合にも，カルドアのいう有効需要の原理に基づく所得創出論が妥当する。

しかし分配関係の決定という観点からみると，右上がりの総供給曲線の場

合は需要条件の影響を受けるが，水平の総供給曲線では需要条件から独立

になる。かくしてケインズ派という場合，どこにその特徴を求めるかに関

連して，ケインズとケインズ派の意味を改めて問うことが必要であり，ま

(12) Dornbusch， R. and S. Fischer， Macroeconomi，α(4th ed.)， 1987， McGraw. Hill， 

pp.224-35，広松毅， R.ドーンブッシュ， S.フイツシャー， ~マクロ経済学上J ，

マグロウヒル， 1989， pp. 235-46. 



46 第15巻第2号(経済学・経営学編)

た既に指摘したように，古典派の第1公準とケインズとの関係も改めて検

討する必要があると思われる。




